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島根原子力発電所の安全対策等の状況について（第３３報） 
令和７年１月２３日 

原子力安全対策課 
 

島根原子力発電所に係る状況等は次のとおりです。（前回報告は１２月１７日） 
 

１ 島根原子力発電所１号機（前回報告から変化なし） 
廃止措置計画変更認可：令和６年５月１７日 
原子炉本体周辺設備等解体撤去期間（第２段階）の作業着手：令和６年５月２９日 
現在、解体保管物の保管エリア設定、管理区域内設備の解体機器選定及び方法の検討等を実施し

ている。 
 
２ 島根原子力発電所２号機 
（１） 営業運転再開 

令和６年１０月２８日に燃料装荷、同年１２月７日に原子炉起動、同月２３日に発電を開始（発
電機並列・再稼働）し、本年１月１０日に約１３年ぶりに営業運転を再開した。周辺地域として再
稼働に初めて向き合うに当たり、安全を厳しく監視・確認する特別な監視体制を取ってきたが、
中国電力に対し運転状況の報告を定期的に行うよう求めるとともに、今後も米子市及び境港市と
連携し、専門家である原子力安全顧問の意見も交えつつ、安全協定に基づき厳重に安全を監視し
ていく。 

（２） 特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備(３系統目)の設置 
平成２８年４月２８日に中国電力から、島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確保等に関す

る協定第６条に基づく事前報告のあった特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備（３
系統目）（以下「特重施設等」という。）について、本県は同年６月１７日に意見を留保し、原子炉
設置変更許可後に改めて回答するとした。 

令和６年１０月２３日に特重施設等が審査に合格（原子炉設置変更許可）したことから、１１
月２１日の原子力安全顧問会議で顧問意見（専門家意見）、同月２４日の原子力安全対策合同会議
で住民意見、１２月１３日の原子力安全対策ＰＴ会議（コアメンバー）で２市の意見、同月１７日
の県議会意見を踏まえ、中国電力に回答するとともに、国へ要望を行った。 

ア 中国電力への回答（添付１参照） 
（ア）日時  令和６年１２月１９日（木）午後１時３５分～午後２時 
（イ）出席者 平井知事、伊木米子市長、伊達境港市長 
（ウ）対応者 中国電力株式会社 北野副社長 他 
（エ）中国電力の主な回答 

・本日いただいた意見を真摯に受け止め、市民、県民の皆さまの安全・安心に繋がるよう最大
限の努力を継続していく。 

・改めて文書で回答する。 

イ 国への要望（添付２～４参照） 
（ア）要望日 令和６年１２月２５日（水） 
（イ）出席者 平井知事、伊木米子市長、伊達境港市長 
（ウ）対応者等 

 原子力規制委員会 内閣府（原子力防災） 経済産業省 

対応者 片山原子力規制庁長官 中田副大臣 加藤政務官 

要望に対
する主な
発言 

・特重施設は今後も審査
があり、厳重に対応し
ていきたい。また、住民
に分かりやすい説明を
行うよう努力を続けて
いきたい。 

・新規制基準により設置
された新しい設備等に
ついては、要員がしっ
かりと使いこなせてい
るか、現地の検査官に
しっかりと確認させた
い。 

・厳しい財政状況の中、
しっかりと放射線監視
等交付金の財源を確保
したい。 

・Ｒ６補正予算とＲ７当
初予算で、しっかりと
対応していきたい。 

・周辺と立地の財源格差
については所掌ではな
いが、個人的には何と
かならないかという思
いを持っている。 

・安全最優先を大前提で中電
を指導していく。また万が
一の事故の場合には関係法
令に基づいて政府として適
切に対応していく。 

・テロ対策については自衛
隊、警察等の関係機関と事
業者との連携を図り、政府
全体でしっかりと対応して
いきたい。 

・避難道路の整備を含む原子
力防災対策については、内
閣府や国土交通省等と連携
して取り組みたい。 

・地元企業の活用や地域との
共生、地域の振興に協力し
ていくよう事業者を指導し
ていく。 
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（３） 長期施設管理計画（前回報告から変化なし） 
認可申請：令和６年７月３０日、審査会合：２回 

※ 長期施設管理計画は、ＧＸ脱炭素電源法（令和５年５月３１日成立）による新制度に基づくもので、運転

開始３０年以降、１０年以内ごとに認可が必要である。３０年を超えて運転するために認可が必要。 

 
３ 島根原子力発電所３号機（前回報告から変化なし） 

設置変更許可申請：平成３０年８月１０日（補正２回）、審査会合８回。 
安全対策工事完了予定：令和１０年度目途 

 
【添付資料】 
添付１ 島根原子力発電所に係る特定重大事故等対処施設等の設置について（回答） 
添付２ 原子力規制委員会への要望 

「島根原子力発電所２号機特定重大事故等対処施設等の安全対策に係る要望について
（通知）」 

添付３ 内閣府（原子力防災）への要望 
「島根原子力発電所２号機特定重大事故等対処施設等の安全対策に係る要望について
（通知）」 

添付４ 経済産業省への要望 
「島根原子力発電所２号機特定重大事故等対処施設等の安全対策に係る要望について
（通知）」 
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第 2 0 2 4 0 0 2 3 3 9 5 6 号 

防 起 第 １ ７ ９ ８ 号 － １ 

発 境 防 第 １ ７ ６ ７ 号 

令 和 ６ 年 １ ２ 月 １ ９ 日 

 

中国電力株式会社 

代表取締役社長 中川 賢剛 様 

 

 

  鳥取県知事  平 井 伸 治 

 

 

 

                                      米 子 市 長  伊 木  隆 司 

 

 

 

                    境 港 市 長  伊 達 憲太郎 

 

 

 

島根原子力発電所に係る特定重大事故等対処施設等の設置について（回答） 

 

島根原子力発電所２号機の特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備（３系統

目）（以下「特重施設等」という。）について、平成２８年４月２８日付島原本広第９０

号、同第９１号及び同第９２号で報告のあったこのことについては、下記のとおり意見を

提出するので、安全を第一義として、責任ある対応を行うよう強く求めます。 

なお、鳥取県、米子市及び境港市（以下「鳥取県等」という。）として、地域住民の安

全を確保するため厳正に監視及び確認を続けることとし、万が一の時は緊急停止を求める

ことも辞さず、今後とも専門家の意見を踏まえ安全協定の趣旨に則り必要な意見を提出し

所要の措置を求めていくこととしますので、貴社におかれては、島根原子力発電所２号機

について、万全の技術と識見を駆使することはもとより安全文化を実践し不断に安全を追

求することが不可欠であることを深く自覚し、鳥取県等の意見等に則り、十全の安全対策

を遺漏なく完遂されますよう要求します。 

 

記 

 

１ 原子力規制委員会が今後行う設計及び工事計画認可、保安規定、原子力規制検査等の

所要の法令上の一連の手続きに真摯に対応し、その状況について、鳥取県等に対して分

かりやすく迅速かつ丁寧に説明するとともに、地域住民に対して説明責任を十分に果た

し理解を得ること。 

 

２ 特重施設等の設置については、安全対策をさらに向上させる観点から、５年間の経過

措置期間にかかわらず速やかな設置を求める。その間、重大事故等対処設備で代替する

場合に備えての手順の整備、運用能力の向上及び教育訓練の実施に努め、信頼性の向上

を図ること。 

 

(添付１ )
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３ 特重施設等の設置工事に際しては、安全を第一義として、事故防止に努めること。ま

た特重施設等に関する情報については、対策の実効性を確保するため厳重に管理を行う

こと。 

 

４ 特重施設等の設置については、引き続き必要に応じ安全確保上の意見を述べることと

する。また、地域住民の安全確保のため特別な措置を講ずる必要があれば、安全協定に

基づき立入調査及び措置要求を行うので、円滑な行使を保証すること。 

 

５ 住民の安全確保を図ることを最優先に、関係法令及び安全協定等を遵守し、組織、人

員体制、教育訓練、人材育成、技術継承など組織・人材面で充実強化を図り、ヒューマ

ンエラー防止対策（新規制基準で新たに追加された設備の仕様や操作方法の習熟を含む。）

も含め、協力会社と一体とした安全な運用体制の確立と協力会社も含めた社員の心身の

健康管理、原子力安全文化の醸成に一層取り組むとともに、最新の知見を安全上の対策

に反映していくこと。 

 

６ テロ攻撃については、警察、海上保安庁、自衛隊等の関係機関と緊密な連携を図り、

ハード・ソフト両面にわたり万全な対策を講じること。テロ攻撃の兆候が察知された場

合などにあっては、国の原子炉運転停止命令に従うととともに、緊急を要する場合には、

国からの命令を待たず自らの判断で直ちに原子炉の運転を停止すること。 

 

７ 島根原子力発電所の運用等に伴う原子力安全対策関連事業等について、米子市及び境

港市の人的資源及び企業の活用を図ること。 

 

８ 鳥取県等が行う原子力防災対策は相当な規模で長期にわたるものであり、誠意をもっ

てこれに協力するとともに、周辺地域においても特別な財政需要を継続的に生じている

実情があることから、立地自治体と同様の財源負担を鳥取県等に行うこと。 
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第 2 0 2 4 0 0 2 3 3 9 5 7 号 

防 起 第 １ ８ ０ ０ 号 － １ 

発 境 防 第 １ ７ ６ ８ 号 

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 

 

原子力規制委員長 山中 伸介 様 

 

  鳥取県知事  平 井 伸 治 

 

 

 

 

                                      米 子 市 長  伊 木  隆 司 

 

 

 

 

                    境 港 市 長  伊 達 憲太郎 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号機特定重大事故等対処施設等の安全対策に係る要望 

について（通知） 

 

島根原子力発電所２号機の特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備（３系統

目）（以下「特重施設等」という。）の安全対策について、中国電力株式会社に対し別添写

しのとおり意見を申し入れました。 

ついては、貴職におかれては、下記事項について適切な対応を強く求めます。 

 

記 

 

１ 特重施設等については、設計及び工事計画認可、保安規定、使用前事業者検査等所要

の法令上の手続きについて厳格に審査等を行い、その結果について県民に分かりやすく

説明すること。 

 

２ 特重施設等について、経過措置期間内の設置を遵守するよう原子力事業者を指導する

こと。また、設置の経過措置期間においては、重大事故等対処設備が機能発揮できるよ

うに手順の整備、運用能力の向上及び教育訓練について厳格に確認及び指導を行うこと。 

 

３ 特重施設等の設置工事に係る安全を第一義とした事故防止及び特重施設等に関する情

報の厳重な管理について原子力規制検査等で確認すること。 

 

４ 住民の安全確保を図ることを最優先に、関係法令及び安全協定等を遵守し、組織・人

材面で充実強化を図り、ヒューマンエラー防止対策（新規制基準で新たに追加された設

備の仕様や操作方法の習熟を含む。）も含め、協力会社と一体とした安全な運用体制の確

(添付２ )
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立と協力会社も含めた社員の心身の健康管理、原子力安全文化の醸成に一層取り組むこ

と、また、最新の知見を安全上の対策に反映していることを原子力規制検査等で確認す

ること。 

 

５ 原子力発電所のテロ対策について、国を挙げて連携協力すること。テロ攻撃等の兆候

が察知された場合などは、原子力事業者に原子炉運転停止命令を命ずるなど、迅速に対

応すること。また、緊急を要する場合には、原子力事業者が国からの命令を待たず直ち

に原子炉の運転を停止できるよう、国は、平時から事業者の体制の確認・徹底を指導す

ること。 

 

６ 立地自治体のみならず周辺自治体も同等の原子力防災対策を行わなければならない制

度と実情にあり、原子力防災対策を相当な規模で長期にわたり実施する必要があり、周

辺地域においても特別な財政需要を継続的に生じている実情があることから、周辺自治

体においても立地自治体と同様、関係省庁において適切な財源措置を講ずること。 
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第 2 0 2 4 0 0 2 3 3 9 5 7 号 

防 起 第 １ ７ ９ ９ 号 － １ 

発 境 防 第 １ ７ ６ ８ 号 

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 

 

内閣府特命担当大臣（原子力防災） 

浅尾 慶一郎 様 

 

  鳥取県知事  平 井 伸 治 

 

 

 

 

                                      米 子 市 長  伊 木  隆 司 

 

 

 

 

                    境 港 市 長  伊 達 憲太郎 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号機特定重大事故等対処施設等の安全対策に係る要望 

について（通知） 

 

島根原子力発電所２号機の特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備（３系統

目）の安全対策について、中国電力株式会社に対し別添写しのとおり意見を申し入れまし

た。 

ついては、貴職におかれては、下記事項について適切な対応を強く求めます。 

 

記 

 

１ 鳥取県、米子市及び境港市において長期にわたって必要となる原子力防災対策に係る

費用について、関係省庁において適切な財源措置を講ずること。 

 

２ ＵＰＺにおける原子力防災体制を一層強化するため、島根県の避難経路にもなる弓ヶ

浜半島の液状化が起こりやすいなどの地域特性を踏まえ、鳥取県内を実際上移動するこ

ととなる場合も含めた避難経路の改良も含め、原子力防災対策に必要な財源を国の責任

において確保し措置するとともに、避難の円滑化に繋がる米子境港間の高規格道路の早

期整備を行うこと。 

 

３ 安全を第一義として、周辺地域の声が確実に反映される法的な仕組みを整備し、同意

を求める範囲等、周辺自治体の位置づけを明確にすること。また、立地自治体のみなら

ず周辺自治体も同等の原子力防災対策を行わなければならない制度と実情にあり、原子

力防災対策を相当な規模で長期にわたり実施する必要があり、周辺地域においても特別

な財政需要を継続的に生じている実情があることから、周辺自治体が行う住民の安全と

安心の理解を得るため、立地自治体と同様現実に対して見合う相応の財政的配慮を制度

化し実行すること。 

(添付３ )
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第 2 0 2 4 0 0 2 3 3 9 5 7 号 

防 起 第 １ ８ ０ １ 号 － １ 

発 境 防 第 １ ７ ６ ８ 号 

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 

 

経済産業大臣 武藤 容治 様 

 

  鳥取県知事  平 井 伸 治 

 

 

 

 

                                      米 子 市 長  伊 木  隆 司 

 

 

 

 

                    境 港 市 長  伊 達 憲太郎 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号機特定重大事故等対処施設等の安全対策に係る 

要望について（通知） 

 

島根原子力発電所２号機の特定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源設備（３系統

目）（以下「特重施設等」という。）の安全対策について、中国電力株式会社に対し別添写

しのとおり意見を申し入れました。 

ついては、貴職におかれては、下記事項について適切な対応を強く求めます。 

 

記 

 

１ 特重施設等を速やかに設置するように原子力事業者を指導すること。また、設置の経

過措置期間においては、重大事故等対処設備が機能発揮できるように手順の整備、運用

能力の向上及び教育訓練について厳格に確認及び指導を行うこと。 

 

２ 原子力発電所のテロ対策について、国を挙げて連携協力すること。テロ攻撃等の兆候

が察知された場合などは、原子力事業者に原子炉運転停止命令を命ずるなど、迅速に対

応すること。また、緊急を要する場合には、原子力事業者が国からの命令を待たず直ち

に原子炉の運転を停止できるよう、国は、平時から事業者の体制の確認・徹底を指導す

ること。 

 

３ 鳥取県、米子市及び境港市において長期にわたって必要となる原子力防災対策に係る

費用について、関係省庁において適切な財源措置を講ずること。 

 

(添付４ )
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４ ＵＰＺにおける原子力防災体制を一層強化するため、島根県の避難経路にもなる弓ヶ

浜半島の液状化が起こりやすいなどの地域特性を踏まえ、鳥取県内を実際上移動するこ

ととなる場合も含めた避難経路の改良も含め、原子力防災対策に必要な財源を国の責任

において確保し措置するとともに、避難の円滑化に繋がる米子境港間の高規格道路の早

期整備を行うこと。 

 

５ 安全を第一義として、周辺地域の声が確実に反映される法的な仕組みを整備し、同意

を求める範囲等、周辺自治体の位置づけを明確にすること。また、立地自治体のみなら

ず周辺自治体も同等の原子力防災対策を行わなければならない制度と実情にあり、原子

力防災対策を相当な規模で長期にわたり実施する必要があり、周辺地域においても特別

な財政需要を継続的に生じている実情があることから、周辺自治体が行う住民の安全と

安心の理解を得るため、立地自治体と同様現実に対して見合う相応の財政的配慮を制度

化し実行すること。 

 

６ 島根原子力発電所２号機の運転については、政府を挙げて安全が必ず確保されるよう

厳しく指導監督を行い、安全の確保及び県民の理解については政府が責任をもって対処

すること。さらに、万が一事故が発生した場合には、全責任をもって賠償すること。 

 

７ 中国電力株式会社に対し、島根原子力発電所の運用等に伴う原子力安全対策関連事業

等について、本県地元の人的資源及び企業の活用を検討するよう指導すること。 
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令和６年鳥取県消防防災航空隊の活動状況について 

令和７年１月２３日 

消 防 防 災 課 

 消防防災航空隊は、消防防災ヘリコプター「だいせん」が持つ高速性・機動性を活用し、迅速で効果的な

救急・救助・消火活動等を行うことにより、県民の安全・安心を確保している。 

【消防防災ヘリコプター「だいせん」の概要】 

型式 アグスタ式ＡＷ１３９型（イタリア製） 平成２７年１２月運航開始 

性能等 エンジン出力：３，３５８馬力     最高速度：３０５㎞／ｈ 

最大搭乗者数：１７名（操縦士を含む） 航続距離：約７４０ｋｍ 

主な装備品 救助用ホイスト装置、可視・赤外線一体型カメラ、ヘリテレ電送装置、消火用タンク及び 

バケツ、救急用ストレッチャー、機外拡声器、サーチライト など 
 

１ 消防防災航空隊の活動 

 県は、消防組織法に基づいて航空消防隊を設置し、ヘリコプターによる市町村の消防支援を行っている。 

①隊員は各消防局から派遣された８名（うち３名は救急救命士）で構成。各消防局等からの要請を受け、

救急・救助・消火等の活動を実施した。 

②ヘリコプターの運航は、朝日航洋(株)に委託。（令和４年から二人操縦士体制に移行） 

③日々の訓練・研鑽と関係機関との連携等により、活動の質や安全性の向上に取り組んでいる。 

・防災ヘリの活動は、山岳遭難や水難事故等に対しホバリング状態で空から救助を行う、高難度で危

険を伴う活動であり、安全運航を第一に心がけながら日々訓練を重ね、令和６年は９３件の緊急事

案に無事故で対応した。 

・令和６年能登半島地震において、消防庁長官からの出動指示を受け、緊急消防援助隊の航空指揮支

援隊として石川県の小松空港に出動し、ヘリベースで各県航空部隊活動の支援を行うことにより、

被災地における孤立集落住民の救助や物資輸送等に貢献した。 

・能登半島地震における課題を踏まえ、本県で大規模災害が発生した際に速やかな航空救助活動が行え

るよう、地域防災計画を見直して災害対応機が優先的に鳥取空港を利用できる体制とするとともに、

多数のヘリコプターが円滑に活動できるよう駐機スポットの確保や利用に関するルールを策定した。 

・訓練時・緊急出動時を問わず、活動前の打合せや事後の振り返りを徹底し、安全かつ効率的な運航

のための課題を全員で共有。また、教育訓練の質の維持向上と安全管理の徹底のため、教育訓練基

本計画等を大幅に見直し、訓練の内容や成果等について隊全体で共通認識を持てるようにした。 
 

２ 消防防災ヘリコプターの運航件数（令和６年） 

区分 Ｒ６ Ｒ５ 主な活動内容 

緊

急

運

航 

 

災害応急対策   0   4  

火災防御   5   3 4 月 2 日 江府町内で発生した林野火災の消火 

救急  38  42 
6月 17日 三朝町で伐採木の下敷きになった意識不明者の救急搬送 
8月12日 鳥取自動車道における交通事故被害者の救急搬送 

救助  29  28 
4月 10日 大山キリン峠の急斜面で動けなくなった登山者の救助 
8月15日 鳥取市の湖山池でカヌーの転覆による水難者の救助 

その他(*)   8   - 8月 26日 緊急対応が必要な患者の転院搬送後の医師の帰院搬送 

応援協定による運航  13   4 6月 12日 岡山県の要請により上蒜山で歩行不能の登山者救助 

緊急運航 計  93  81  

通

常

運

航 

消防防災訓練  19  20 年間 県内消防本部ほか関係機関との合同訓練 

自隊訓練 120  87 年間 救助・救急・消火訓練、ヘリテレ伝送訓練ほか 

一般行政   4   6 年間 海岸・河川・道路・森林の現況調査ほか 

その他  19  31 年間 機体整備点検後のテストフライト他 

通常運航 計 162 144  

合計 255 225  

*)集計方法の変更 
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【運航休止の状況】以下の事由により運航休止が１４７日あった。〔令和５年：１８７日運航休止〕 

・耐空検査(自動車の車検に相当するもの)等整備によるもの（１３７日） 

・飛行時間に応じた定期点検等によるもの（６日） 

・その他、機体の不具合等に係る部品交換・修繕によるもの（４日） 

※運航休止中に防災ヘリの出動要請があった場合は、相互応援協定により他県防災ヘリが対応 

 

【活動状況】 

 
〔令和６年能登半島地震で他県防災ヘリと連携し被災地支援〕 

  
〔救急救命士資格を持つ隊員が意識不明者をヘリに収容〕 〔とっとり防災フェスタ２０２４訓練〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔大山登山中に転倒して歩行不能となった要救助者をヘリで救助〕 
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